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現代中国の人口動態研究

はじめに

王 亜　新

　世界人口は現在約68億人で，そのうち13億2802万人が中国人である。およそ世界人口の５分の

１を中国人が占めていることになる。

　歴史的にみれば，近代史においても，中国はその国土の広大さ，地域的多桧匪および人口の多

さゆえに政治的・経済的・社会的に混迷状態にあった。 19世紀後半から顕著となった植民地拡大，

領土拡大主義は，欧米，ロシア，日本による中国侵略などとして生じた。中国は第二次大戦終了

後，外国の武力侵略から開放されたが，国内の二大勢力である国民党と共産党との抗争が始まり，

３年間の争いの結果，共産党が勝ち, 1949年に中華人民共和国が誕生した。新政権成立時，人口

の分布，地域的な経済の発展は極めて不均衡な状況であった。このような状況を打破するため，

新政権は従来の被植民地主義的な旧社会体制を廃止し，社会主義政治体制を確立させたうえ，工

業化と商業化を重視する産業政策を打ち出した。

　たが，国内外の政洽清勢の起伏により，経済の成長が順風ではなく，他方，人口が増加し続け，

こうした中で1978年は中国にとって歴史的な転換点とも言える時期であった。中央政府は国民経

済を優先的発展させるために改革開放政策，いわゆる，従来の閉鎖体制から開放へ，計画経済か

ら市場経済に転換し，現代社会の構築と実現を目標として掲げた。こうした政策と共に，人口抑

制政策一計画出産「一人っ子政策」を強制的に全国で展開することになった。

　1949年の「中国革命」以後の人口の集中と過疎の現象は，産業構造の変化，規模，その発展状

態により左右される。現代のようにIT産業を主体とする大規模な開発・発展は，都市形態を中

世的都市から近未来都市へと変貌させる可能性を持つ。当然それに影響されて都市人口の構成は

変化し，同時に流入する人口の態様も変容する。

　中国政府は1970年代から全国的規模で人口抑制政策一計画出産を推進し始めた。計画出産政策

の実施により, 1970年代から現在までの30数年間で約４億人の出生を抑制できたとの評価もあっ

万万中国は短期間で「高出産率，低死亡率，高増加率」から，「低出産率，低死亡率，低増加率」

すなわち「三低」に転換したのである。

　それは，「多産多死」（高出生率・高死亡率）の段階から「多産少死」（高出生率・低死亡率）段階

を経て，「少産少死」（低出生率・低死亡率）への段階に至る過程でもあっﾊﾟﾑ

　中国が人口抑制を本格化した1970年代後半の世界は，脱工業化時代に突入する直前であった。
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しかし，当時中国の経済水準は低く，世界銀行の報告によれば一人当たり国民所得が1978年に

190ドル，いわゆる最貧国であった。さらに農村人口は全人口の70％を占めている。つまり中国

における人口転換は近代化，都市化の進行が進んでいない状況の中で，政府主導の強力な人口抑

制政策である計画出産によって促された。計画出産の強制的執行により，出生率が劇的に低下す

るとともに人口増加率も著しく低下しか。しかしながら，2008年末中国の人口は13億2802万人

であり, 1978年の９億6300万人に比べ３億6502万人が増加した。中国の人口政策と1970年代後半

に展開された経済改革は，産業「近代化」への速度を速めたものの，一方，都市と農村，沿海地

域と西部，内陸地域との社会格差，経済格差を生じさせた。本論は，現代中国の人口政策及び人

口の社会経済構造，人口分布の地域格差，人口変動過程を中心に分析することが目的である。

１

中国の人口政策について

　1 ― 1.人口政策の推移

　中国は第二次世界大戦後から人口の死亡率が低下傾向へ転換したものの, 1959年から３年連続

の自然災害とソビエト連邦との関係の悪化，経済社会の混乱下にあって死亡率が一時的に出生率

を上回った。その後，出生率は低下し続けている。中国は改革・開放後30年あまりで人口転換の

移行を実現し，ヨーロッパ先進国と同じように「低出産率，低死亡率，低増加率」になった。

　中国の人口転換の特徴および原因について, 1980年代末期の代表的な考えは次のようである。

一つは，中国の人口転換がいまだ「近代化」の進んでいない中で行われた。人口転換は国家の人

口抑制政策の強制的施行による結果であり，先進国の人口転換モデルと比較すると，中国の場合

人口転換が経済発展と関連せず，その意味で非正常現象であるとする考え方であった（朱国宏，

1989)。

　もう一つは，中国の人口転換が社会主義経済と計画出産政策のいわば共同作業の結果であると

する説である。経済発展の進行は計画出産の展開を左右したのである。社会主義経済は人口転換

に大きな役割を果たしたと考える（蒋正華, 1986)。

　そのほか，顧宝昌の定量分析では，生活資質指数，女性の教育と地位の向上および避妊意識の

高まりによるものであると指摘していぶtﾑつまり中国の人口転換は社会主義経済発展の下で，国

家が人口抑制政策を強制的に実施し，人口の増減をコントロールしたもので，中国独自の人口転

換モデルであり，先進国諸国の人口転換モデルとは異なるとする考え方である。

　1990年代に入ってから，人口の転換は環境再生産の結果であり，その上，生産力の発展は人口

転換の決定的な要素であるという新しい考えも現れた（陳為等, 1990)。

　その中には，元中国社会科学院の研究員である宋瑞来の「誘導的出生率転換説」が注目される。

これは世界各国の人口転換を，自発的と誘発的の二種類に分けるとする。人口の自発的な転換の

特徴は，経済の発展によってもたらされる。これと並行して，結婚や家庭に対する個人や夫婦の

価値観の変化により出生率が変化する。各家庭における自発的なコントロールによるものであぷス

　誘発的な転換の特徴というのは，人口の転換を，経済発展がいまだ達成されていない状態で行

われる。出生率の変化は個人および夫婦の自らの意思によるものではなく，政治社会の干渉によ
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図１　中国人口自然増加率の変化(1949-2009年）

1949 1954 1959 　　1964　　1969　　1974　　1979　　1984　　1989　　1994

-●一出生率（％）　－●一死亡率（％）　¬･,一自然増加率（％）

1999　　2004　　2009

（出所）中華人民共和国国家統計局編『中国統計年鑑2009版（電子版）』表3-2;国家統計局国民経済総合統計司編『新中国五十

　　　五年統計資料こ編』表1-3; 2009年全国人口和計画生育事業発展公報「国人口発（2010）37号」により作成。

ってなされる。多産家庭への厳しい罰則など，追い詰められた立場で，やむをえず転換するわけ

である。このように，中国の人口転換は近代工業化を完成する前に行われたので，強い経済基盤

がないにもかかわらず，中央政府の強力な政治指導や行政施策によって，人口誘導政策を実施し，

これにより人口抑制をかなり有効的に実現できた。

　ヨーロッパ，日本などで進行しているような人口を短期間で「低出生率，低死亡率，低増加

率」に転換したのは，中国独自の人口抑制政策一計画出産「一人っ子政策」の推進，展開と深く

関連している。

　上述の先行研究と異なった視点からの研究は次のようなものがある。

　今までの人口政策研究について，中国国内では「人口の生育行為」，「人口の発展過程」と二つ

の異なった見方があった。「人口の生育行為」を中心として考えているのは中央政府管轄の人口

経済研究所の馮立天らである。馮が人口政策は国または地域が社会，政治，資源，生態環境など

総合的の利益を考慮した上，大多数の国民の受け入れる範囲で，結婚・出産に対する政府施政方

　　　　　　　　　　6）針である，としている。

　他方，「人口の発展過程」を中心として考えているのは北京大学人口研究所の張純元，候文若，

陳正らのグループである。張は，人口政策は国または地域が人口増進過程および人口要素の変化

を干渉する法規，条例と措置を一体化している。一方，候は，人口政策は国家の統治階級は統治

利益を保つため，人口増進過程に影響と干渉を与えるために作られた法令であると解釈する。陳

の考え方は，人口政策は政府を始め，各社会行政機関，組織など，ある特定の目標に達成するた

　　　　　　　　　　　7）めの概要である，とする。

　1 ― 2.人口政策の実施による変化

　人口政策の展開により，人口構成は確実に変化したが，人口増加率そのものは先進国より高く

なっている。しかしそれは他のアジア，アフリカ発展途上国と比べると低い。そこで中国政府は

独白の人口政策により「低出産率，低死亡率，低人口増加率」を目指した。

　中国政府の政策によって人口の増加は抑制された。しかし，人口は漸進的に減る一方，人口構
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成に大きな変化を見られるようになった。世代別人口比で見ると，65歳以上（65歳を含む）の高

齢人口の占める割合は1960年全人口の3.56%, 1970年4.3%, 1980年4.7%, 1990年5.57%。 2000

年6．86％，2005年7．7％，2008年8.3%と，年々増加している。

　60歳以上の高齢人口の占める割合は1999年，すでに10％を超えた。現在60歳以上の高齢人口は

およそ1.6億人，全人口に占める割合は12.04%になっている。

　強制的な人口抑制政策の実施により，中国は30年あまりで出生率は1.24% (2008年）前後，先

進国（米国2.09%,日本1.37%　2009年）より低い水準となった。出生率の低下は人口構成に急激

な変化をもたらし，以下のような問題が生じた。

　第１は，出生率が低下したものの，人口は2030年まで増加する傾向があり，雇用・就業問題が

より厳しくなった。

　第２は，人口過剰により，資源・エネルギーおよび環境への負担がますます増加した。

　第３は，高齢者へ年金受給を確実にすることや医療制度改革の問題が生じた。

　第４は，地域格差により都市，農村二元化構造および人口都市集中化問題が生じた。

　第５は，性別の不均衡問題が生じた，などである。

　人口政策の実施で，中国の人口増加が確実に低下する方向へ転換した。しかし。中国の人口転

換は先進国諸国の人口転換とは異なる。中国の人口転換はいわば，工業化，近代化の浸透により，

人々の結婚，出生への価値観の変化か人口の自発的な減少に向かうのとは異なって，政府の強制

的な関与により人口減少がもたらされたのである。その結果，脱工業化時代を迎え，人口抑止策

をいかに調整すべきかが，課題として残った。

２。中国の人口政策の展開

　人口政策は単に人口抑制や移動もしくは移動禁止などの政策だけではない。すなわち，人口政

策は政治，経済，民族構成から教育，文化，宗教にいたるさまざまな行政まで総括的に運用する

総合的政策である。現代のように経済開発が加速度的に進展し，それに対応する教育，文化行政

が相対的に遅れている状況から，国民経済的視点からの取り組みも必要となっている。張純元は

個々の労働力，地域からの視点と国民経済的視点という二つの視点から分析すると共に人口政

策の公開・非公開や地域的特色までおよんで，次のように分類している。

　まずは，国民経済的人口政策と厳密的（個々の労働力と各地域）人口政策。次は人口増加奨励政

策と人口増加制限政策。そのほか公開的人口政策と非公開的人口政策であぶｽ

　厳密的政策は，人口の生産と再生産過程を干渉，人口自然増減と人口の資質に直接制約と影響

を与える政策である。中には生育，死亡，優生，婚姻，家庭まで要素としているが，これらを勘

案して組み上げた計画出産政策等はあくまで周到的で，人口政策の主導かつ中心政策であjﾋﾞﾑ

　したがって，人口政策は商品・財の生産・再生産の増大と同じく，人口の分布，移動，階級，

民族，人種，言語のみならず，教育レペルの向上などの側面からの分析が必要である。

　過去半世紀前の歴史を振り返れば, 1960年代の中国は，その生産力水準，教育水準，国民資質

などあらゆる面で遅れていた。人口だけが著しく増加し，人口の加速度的増加は国民経済の発展
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を阻害し，それを解消するために中国政府は厳密的人口政策を全国的に強行させるほかなかった

のである。

　人口政策は人口の再生産いわゆる出生率の変化を調整と指導するものであった。具体的には次

のような施策が含まれていた。

　第１に，晩婚，晩育の奨励であり，出生抑制の重要政策である。法律的規制，厳しい条例や規

則など強力的な措置を行ない，それを守れば住宅，仕事，福祉厚生，食料分配などの面で優遇措

置を享受することができた。また，学生結婚の禁止，結婚年齢を都市は男性26歳，女性24歳，農

村は25歳，女性23歳以上と厳しく規定した。

　第２に，避妊。効率の高い，安全，便利，経済的避妊薬，器具の研究開発を積極的に進めると

同時に，各種の避妊薬，避妊用具を国家が無料で支給する施策であった。地域によっては町内の

計画出産推進員らが家庭まで送り届けるサービスを行なった。

　第３に，人工妊娠中絶。人工妊娠中絶は法律で禁止されていたが, 1957年になって合法化され

た。それによって，中絶手術は無料で受けられ，また，中絶するには有給休暇，栄養費という名

目の奨励金を与えられたのである。

　第４に，不妊手術。夫婦の間に子供が一人生まれたら，不妊手術を勧める。夫婦のどちらかが

手術を受けると有給休暇や奨励金を与えられる。農村部でも移動手術室に積極的に力を入れ，簡

　　　　　　　　　　　　　10）単に受けられるようになった。

　家族計画(Family Planning ; Planned Parenthood)とはカップルまたは個人が，子どもをいつ，

何人を生むのかを計画することである。そのために出産の間隔と時期を調節するよう，自由にか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山っ責任を持って決定し，意識的に努力することである。

　中国の計画出産政策は，先進諸国の自由な家族計画と異なる。中国では一時期，各個人の家庭

で自由に家族計画をすることができず，国家の出産計画に絶対的に従わなければならなかった。

先進諸国では，家族計画は国家による計画ではなく，各家庭の意思を尊重する計画を中心とした

産児調整である。中国のこの施策は，もし家族計画を各家庭に任せて自由放任状態にしたならば，

多産多福という，貧困を度外視した伝統的思想に動かされることになるとの懸念からであった。

　家族計画運動の誕生は18世紀末期に遡る。その背景は，人口論の代表的論者であるマルサスが

1798年に発表した『人口論（将来の社会改善に対する影響）』に人口の増加を食料不足と貧困問題を

招くと指摘している。それを解消するため，彼は２つの方策を挙げた。

　１っは，人口の移動である。これは移民・戦争・疫病・飢饉によって一時的に調整する手法で

ある。これは人口問題が社会的要因と「自然的」要因によって調整されるメカニズムである。

　もう１っは，人口の抑制は道徳的に抑制策として，晩婚化や非婚を奨励し，避妊を勧め，とき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T2）には堕胎などによって出生抑制する方法である。

　19世紀から20世紀にかけて，避妊を手段とする家族計画運動が一般化される。避妊知識も広め

られ，女性の意思を尊重して，家庭が自由出産を計画するなど，第１次大戦後，欧米諸国と日本

で広く展開された。

　家族計画運動が先に欧米諸国で定着した理由について，張笑宇は次のように述べている。

　第１，社会制度の開放性は家族計画運動の誕生と発展の必要条件になった。 18世紀後半のイギ

リスの産業化革命により，資本主義的功利主義思想が社会に広がったことにから家族計画（出産
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計画）の誕生と展開に有利な状況を提供した。

　第２，社会風習と開放的な民族性が家庭計画運動の誕生と発展の潜在的エネルギーである。

　第3, 18世紀から，人口の激増と産業革命の進行は一部産業で余剰労働力が増加，人口増大は

重大な社会問題となり，家族計画運動の推進はすぐに受け入れられた。

　第４，技術革新により，避妊薬と器具の普及から，避妊へのアクセスが簡単になった。

　第二次世界大戦後，人口増大は経済発展を妨げる原因と考える多くの発展途上国は，先進国の

支援を受けて家族計画運動を実施するようになった。しかし人口規模，人口密度および，文化，

宗教，社会構造の違いによって，ラテンアメリカ，中東，アフリカなどの国々では家族計画運動

　　　　　　　　　　　13）はあまり浸透しなかった。

３。人口政策史にみる紆余曲折

　中国における家族計画運動をみると，いくっかの特徴を見出すことができる。中国が本格的な

家族計画運動を開始したのは1956年からである。当時は「子ども１人は絶賛，２人は賞賛，３人

は批判，４人は排除」というスローガンを全国的に提唱した。このキャンペーンは，ポスター，

映画，国民への計画出産教育，避妊用具の普及，避妊の指導を通して始めたのである。家族計画

は，指導者層，知識階級，そして教育程度が高い層の間で順調に普及したが，特定な地域におい

て，教育水準の低さと先祖代々伝わってきた「多子多福」の観念が避妊への抵抗となって，進ま

　　　14）なかった。

　1957年２月，当時の国家主席である毛沢来が「人口の安定を保て」という声明を発表している。

この声明の一部は次のようなものである。

　　　「毎年3000万人という出生数は，医学と生活水準の一般的向上（特に地域における）のたま

　　ものであり，人民が明るい未来を志向する信念のしるしである。しかし我々はこの数字その

　　ものに，大いなる関心を持たなければならない。

　　　ここに二つの数字を引用しよう。過去２年間の穀類収穫の増加は，毎年1000万トンである

　　が，この増加量では我々の増加する人口が消費する量をやっと補っている程度に過ぎない。

　　　第２の数字は教育問題に関するものである。この数字によると，現在，わが国の青少年の

　　40％は小学校教育を受けていないことになる。

　　　従って，これらの事情の改善のために，我々の人口を長期にわたり，たとえば６億の線を

　　安定させなければならない。

　　　この目的を達成するためには，我々は広範囲なキャンペーンを張るとともに，適切な援助

　　　　　　　　　　　　　15）　　を行わなければならない。」

　　　この毛沢来主席の声明は中国人民が過不足なく幸せな暮らしを続ける原点となる食糧問題

　　と教育問題を人道的立場からのものだったからである。

　　　毛沢来主席の声明が家族計画運動に火をつけ，全国の学者らが一斉に人口問題に注目し，

　　国民全体の関心事となった。

(795)
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　３－１．人口政策流動期と各種提言

　家族計画運動については, 1957年中国人口地理学者胡煥庸（1901－1998）が，「中国の人口増加

率は他国を上回っている」と指摘し，人口の無制限増加に警鐘を鳴らした。彼は当時信頼性の高

い学者であったから，この指摘の影響力は大きかった。復旦大学の教授宋本文(1891―1978)は，

「中国の社会において最適人口は８億人である」と発表している。中国の人口学者であり経済学

者の陳長薪は(1888―1987)「人口抑制することは国家繁栄と生活向上に結び付く」と述べて人口

　　　　　　　　　　16）問題に警鐘を鳴らした。彼らの研究成果をまとめると次のようになる。

　第１に，経済と生産力を遅れている状況下で２％を超える高い自然増加率と６億人に接近する

人口は社会主義工業化の発展と人民の生活水準改善には困難である。計画出産政策の実施により

人口の出生率を低下させ，人口の激増を食い止める。

　第２に，社会主義社会の下で人口過剰問題が存在するか，どうか。人口の増加にっれ，数十年

後の中国は十数億人に達成することになる。しかし利用可能農地と人口のバランスによって，食

糧不足に陥る可能性が十分考えられる。したがって，社会主義社会体制にも人口の無制限の増大

を制限しない限り，人口問題が生じることもありうる。

　第３に，中国社会に最適な人口は８億人，中国の過剰な人口増加率に懸念を示した。

　第４に，人口問題は国民経済と密接な関係があり，国民経済の重要な要素でもあり，人口は国

民経済とあらゆる面のバランスを求められる。社会経済の基本規律は労働生産力と国民生活水準

の向上を促す，したがって国民経済は計画経済の下でバランスを取った展開をするため，人口も

計画的に発展していくべきであり，中国は計画出産を実施し，人口の出生率と自然増加率を低下

にさせ，人口の総量を抑制すべきである。

　反対意見の代表的学者は元中山大学，上海財政学院教授叶雲龍(1897―1967)である。叶は。

　　　　　　　　　　　　　　　巾最適人口の基準は３っあるとする。

　１っは，国全体の雇用関係が問題でとくに失業状況を見る必要がる。２っ目は，１人あたりの

生産総額とのバランスを見る必要がある。３っ目は国民生活水準との適応が必要である。これさ

え順当にいけば，社会主義国家の場合，人口過剰問題はどうにか解決できる，と叶は考えたので

　18）ある。

　その中，北京大学の元学長馬寅初(1882―1992)が人口を抑制し，人口の質を向上させようと

いう『新人口論』を発表した。この時期，毛沢東主席の考える人口問題は常に矛盾をはらんでい

た。 1957年当時，毛主席は馬寅初が主張する「人口抑制論」を高く評価していた。だがその後，

「人多是好事」（人口が多ぃことはぃぃことだ）というような，逆の考え方を表明した。馬寅初はこ

の考え方への転向により，政治闘争の標的とされ，非難と攻撃を受けることとなった。 1960年，

馬寅初はやむを得ず自ら北京大学学長を辞職した。辞職後，彼は学術論文を含む論文発表の権利

さえ強制的に剥奪された。

　だがその後, 1964年，当時中国の首相である周恩来は家族計画の重要性を強調する談話を発表

した。その具体的な内容は次のとおりである。

　「私たちは家族計画の重要性を信じているが，それを即座に中国全土に広めることは困難であ

る。とりわけ，わが国民の大半が住む農村で家族計画を遂行することは，さらに困難であるとい

わざるをえない。第２次大戦後，日本の人口増加率は約１％という驚くべき率に低下した。私だ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（796）
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ちは要員を日本に派遣して，日本の経験を学んでいるところだが，私たちの当面の目標は，人口

増加率を２％以下にすることである。将来はさらに低くすることを考えている。しかしながら，

先ほど述べた理由により，私たちは1970年といった早い時期に日本と同率になることが可能であ

るなどとは思っていない。現に，過去２年間生活水準が向上したが，それにともない人口増加率

は再び2.5%に増えたという事実がある。

　したがって私たちは家族計画を非常に重視している。財貨やサービスの増大が達成されるとき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）は，家族計画は人民の生活水準向上につながるものであると信じる。」

　このように，中国政治の指導者みずからの考え方が異なるゆえに人口政策の面でも多分に矛

盾をはらんでいたのであった。

　家族計画のバージョンアップ版とも言える計画出産が本格的に実施されたのは1970年代になる。

1969年中国の人口はすでに８億人を突破した。

　このようなプロセスを経た人口政策がどのような紆余曲折をはらんでいたかを知ることはこん

にちの人口政策の成立過程を知る上で不可欠である。それは今後採るべき人口政策のスタンスを

暗示するものでもある。

　３－２．人口政策の流動期と政治

　中国の人口抑制政策は, 1949年の新中国成立後から，今日まで４回取り入れてきた。建国当時

は，人口問題に対する楽観論が支配し，巨大な人口が生産力の発展のための貴重な人的資源とい

う毛沢束の考えから，晩婚と産児制限は強く否定されていた。ところで, 1953年から54年にかけ

て，深刻な食糧危機に直面した。また1953年の第１回全国人ロセンサスにより，予想をけるかに

超える６億の巨大人口の存在が明らかになった。このような状況の中で，人口抑制政策に踏み出

した。この政策は，その後1955年から56年にかけて農業集団化による食糧増産に対する楽観論が

再び登場して来た中で一時動揺する。しかし, 1956年に食糧不足問題が再発したため，この頃か

ら本格的に人口抑制政策が展開されることになる。

　ところが, 1958年大躍進政策が始まり，巨大な人口が巨大な労働力として賛美され，最初の人

口抑制政策は中止されることになった。その後，大躍進政策は失敗し，農業支援に重点を置く調

整政策が採られた。 1962年の初め農業生産に好転の兆しが見えはじめとともに　２度目の人口抑

制政策が展開し始めた。

　しかし, 1966年文化大革命が始まり，激しい権力闘争が全国で展開され，人口抑制政策が再び

中断された。 1969年，文化大革命の収束とともに，３度目の人口抑制政策が始まった。その後，

政治的混乱と左右両派思想の対立，さらに見恩,来と毛沢束の死去により，人口抑制政策の全面的

実施は難しくなった。そして，華国鋒（国家主席），那小平体制が確立し，急速な近代化路線を打

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）出すと同時に, 1978―1979年に強制的な人口抑制政策が全国で推進されることになった。

　計画出産の全面的な実施において, 1973年計画出産の「晩，稀，少」（遅く，出産間隔を空けて，

少なく生む）政策を打出した後, 1974年，毛沢束主席は「人口非控制不可」（人口を抑制すべき）の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）指示を出し，その後，中国政府は本格的に計画出産政策を実施し始めた。 1982年，那小平は「人

口是個大戦略」（人口は最大な戦略である）との指示を出し，これに従って，中国共産党第12回大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）会において，初めて計画出産計画を国家の基本政策として提示した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(797)
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　1991年，江沢民は「加強計㈲生育工作，厳格控制人口増長」（計画出産を強化し，人口増長を厳格

に抑制すべき）という指示を出し，計画出産の実施とその監督については各行政機関のトップが

　　　　　　　　　　23）責任を負うことになった。

　以上述べたように，中国の人口抑制政策の骨子である計画出産「一人っ子政策」が本格的に実

施されるまで，政治的に幾多の紆余曲折があった。人口抑制政策は本格的開始以来30年を経て，

ようやく現在の低出生率，低増加率という段階にたどり着いたのである。

　1990年代以後は，人口抑制政策の研究とともに人口と経済，社会と資源，環境との持続的発

展という視点からの研究が行われ，人口の増加が，限られている資源，エネルギーにどれほど影

響を与えるかが課題となった。

　この問題に取り組んだ蒋正華は, 1995年人口と経済の持続的発展から，中国の最理想的な適正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24）人口数に影響する大きな要素が２っあると指摘している。

　その１っは食糧供給である。いわば食糧供給の面で限界がくれば，人口の加速度的増加は自然

と制限されるとするものである。

　もう１っは，人口が増加すればするほど，所得が逓減し，資源は減少する。つまり人口の加速

度的増加は資源減少をもたらすから，生態不均衡問題がさらに悪化し，経済発展を妨げることに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25）なる。中国は引き続き人口を抑制する必要がある。

　IT産業などの近代化産業が進展する今日の中国では，人口，資源，環境，経済の視野から，

経済的発展と人口問題を考察する必要がある。この場合，繁栄社会の持続的継続の基本は，労働

資本の質的向上と技術革新による。したがって，人口の増加は社会経済に一定の影響を与えるが，

人口の増加とその規模がそのまま社会経済発展を決定づける要因ではないと考えるべきである。

その意味では田雪原の論考は注目に値する。

　田は1995年，人口と国民経済の発展は，社会全体の持続的発展の基盤であると主張した。すな

わち，人口と生活環境，生産適齢人口と生産資料，人口の資質と技術進歩，人口の高齢化と医療

年金，人口の都市化と産業構成の合理化，人口の地域分布と生産力のバランスなどの諸問題が持

続的発展を作用する重要な要因であるとしたのである。

　このような諸問題の相互関係，相互牽制の仕組みを明確にして，相互にバランスをとっていけ

ば，人口と経済，社会，資源，環境の持続発展は可能であると指摘していﾐｸﾑまた，田は『2000

年中国的人口和就業』の中で，人口数の抑制，人口の資質を向上，人口構成の調整の必要もある

と明確に提起している。

　人口抑制政策を実施した当時は人口の数をいかに減らすかが重要な目的であった。だが人口の

増加が有効的に抑制できた結果，次の問題として，人口の年齢構成，性別構成，地域分布などの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27）問題が現われた。現在は人口の資質問題が益々注目されるようになった。

　このように，中国は国民経済的な視野から，長期的人口抑制戦略を取り入れた。この長期的戦

略は次の「３段階」に分けて展開して行く。

　第１段階は，高出生率を低下させ，死亡率と出生率が同じ水準になったことにより，人口再生

産の高出生率，低死亡率，高増加率から低出生率，低死亡率，低増加率への転換を実現すること

であった。第２段階では，低出生率を安定させ，人口のゼロ成長を実現する。第３段階では，人

口のゼロ成長を実現後，人口のモメンタムのために一定の程度の減少傾向が現われるので，その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（798）
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時点までに経済社会の発展を確保し，資源と環境の両面において理想的な人口とすることである。

換言すれば，人口は，数の点で，繁栄を維持するに適切な状態であること，また労働資質の面で

も人口の資質が高く，年齢構成，性別構成の面でも繁栄維持に合理的であることである。

　田雪原が人口戦略目標として挙げた「３段階」の第１段階はすでに1990年中期に達成された。

第２段階は2030年に達成する見通しである。第３段階は，人口のゼロ成長を実現した後のことで

ある。田によれば，現在，中国は国としてなすべきことは，今後の人口変動や推移趨勢をコント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）ロールし，最終的に全方位的かつ理想的な適量人口を実現する基礎を築くことであるという。

４。人口政策に関する研究

　現在，人口抑制政策における研究の中で，人口構成の変化は経済発展への影響が最も重視され，

人口問題研究の基本の一つとなっている。建国後，経済学，人口学者である馬寅初をはじめとす

る学者は，社会主義経済の生産力発展という角度から人口の数，人口の資質と経済発展の間の矛

盾を明らかにし，人口抑制の必要性を唱えた。これは，建国後初の人口成長と経済関係の視野か

ら人口問題を捉えたものであり，中国人口政策研究の基礎を築いたのでもある。しかし，当時の

社会政治状況の中，馬寅初の考えは反右派闘争で批判され，その後，約20年間人口と経済の関係

に関する研究も中断された。

　人口と経済の関係における研究は1978年の改革開放政策の実施，発展にっれて再開した。その

後，中国の現状に基づいて，人口と経済発展の仕組み，形式，方法に関する研究が数多く見られ

るようになり，中国の社会経済の方針決定に重要な役割を果たした。

　人口問題に関する研究は中国の人口抑制政策を社会経済発展とどのように結びつけるか，人口

抑制することによる人口構成の変化をどう対応するか，過去30年数年のなか，各分野で研究を重

ねてきた。しかし，その研究は，方法論，分析手段，分析視覚によって，異なる特徴が見られる。

改革開放以来，人口と経済発展研究における主な研究成果をまとめてみると，次のようになる。

　第一段階, 1979―1986年の改革開放の初期段階。

　改革開放の実施により人口と経済の関係における研究が求められるようになった。南開大学教

授李競能(1999)は次のように述べている。 1978年の改革開放政策の展開は中国人口経済研究の

開催を加速させた。具体的には人口の増加と経済発展の矛盾が益々厳しくなり，人口の圧力は失

業問題，物質供給，住宅，建設資金の不足などあらゆる面に現われ，社会主義社会には人口問題

が存在しないという考えを改めて再認識しなければならない。また，李は政治闘争の犠牲になっ

た馬寅初氏らの名誉回復から，人口問題の研究を促し，人口問題研究の再出発期となったとして

いﾐﾝﾑこの時期，中国は国の再建を目指していたうえ，中国人口と経済の関係，中国人口と経済

発展との矛盾，人口の増加と人口へ投資関係，人口目標と経済目標などに関する研究が多かった。

　第二段階, 1987―1993年の改革開放の推進段階。

　改革開放の推進段階は人口問題研究の発展，繁栄期である。 1980年代の中期，改革開放政策の

更なる推進が全国の各地域で展開され，特に1992年那小平が深川，珠海，上海を視察際の談話は

中国の社会経済発展を前進させた。改革開放の進行にっれ，人口増加と経済発展の仕組み，農村
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余剰労働力，人口の資質などが新たな問題として現われたため，人口研究も広い分野に広げて研

究するようになった。

　この時期の研究は初期段階と比較すれば，地域間の人口増加と経済発展における研究が増えた。

地域間の経済格差の増大はお主な理由と考えられる。また人的資源と経済発展，人口と経済，資

源との持続的発展への研究であった。この時期の研究成果について評価できるのは，一つは実証

研究を中心とした分析が多い。例えば，李競能，田雪原，顧宝昌らの研究は現実と数多くのデー

タを用いて分析するケースが主流になった。

　第三段階，市場経済の推進段階（↓994－↓999)

　1990年代の初め，中国は社会主義市場経済体制を確立すると明確に打出した。中国の経済体制

は従来の計画経済から市場経済へと転換したことは社会経済発展に大きな影響を与えただけでは

なく，人口と経済の関係にも変化をもたらした。市場経済下の人口と経済に関する研究は1994年

以後に多く公表された。代表的は南開大学張世晴教授の論文「人ロー経済増長的理論研究」が挙

げられる。論文は1952―1989年まで中国の人口と経済成長の動態を分析したものである。張氏は，

人口の増加は人口と経済の発展における内的仕組み，関連範囲への働き，人口と経済成長の周期

的変動の形成仕組みおよび基本的原因，人口と経済成長構成の変化過程，理想状況が人口と経済

発展の影響などの角度から実証研究を試みた。この結果，地域によって所得格差が多く，人口の

増加は平均所得の向上を妨げる原因と見られる，人口と経済成長の周期的変動の原因は人口の膨

張と資源の不均衡状態によるもの，人口の増加と資源，経済体制という三者の間の相互関係であ

り，相互牽制は人口と経済成長の周期的変動の仕組みにある。また，中国人口と経済成長の二元

化構造（農業人口と非農業人口）は長期的に不均衡な状況に置かれていることを指摘した。非農業

人口の平均所得の上昇は中国経済発展を促す重要な原因と考えられる。

　そのほかの研究は物質の生産，消費と人口と経済の構成の仕組みの変化，規律，発展の趨勢に

よる労働力の需要，消費人口の増減，人口の適量数，農村から都市への転換，人口構成の変化な

どであった。

５。人口政策の変化と人口動態の特徴

　先行研究から中国の人口政策は経済社会の発展とともに変化していることが明確になった。

1980年代以前の計画出産政策の目標は人口の早すぎる増加を抑制することであった。 1980年代以

後は，人口政策と家計生活結びつけ，計画出産の実行とともに，家族の福祉向上を目指すこと。

1990年以後の人口政策は，リプロダクディブ・ヘルス，公共衛生，貧困撲滅などの社会分野に広

がった。 2000年以後は，低出産率を安定させ，出生人口の資質を高めることとなり，さらに人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31)と経済発展，環境との関わりが人口政策研究の主目標となっている。

　中国の人口出生率は建国後の3.6%から現在の1.2％(2008年)，合計特殊出産率も6.14から1.7

前後に下がった。 2002年から人口の自然増加率は死亡率よりも低い状態が続いている。一方，低

出生率と低自然増加率に伴って，人口動態も大きな変化が見られるようになった。年齢別に見る

とO －14歳人口数は計画出産が実施された1980年代より14.6%減少し，65歳以上の人口数は3.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(800)
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％も増加した。

　中国の人口動態の特徴は以下の点が掲げられる。第１は，都市人口が増加し続けていることで

ある。改革開放政策が実施された1978年，中国の農村人口が総人口に占める割合は82．08％で，

2008年は54.32%まで低下した。急速な都市化の拡大は経済成長にプラス影響を与える一方，都

市環境，交通，居住，教育などの相対的遅れが顕著となっている。

　第２は，地域格差，所得格差問題である。 2008年末の平均所得は，最も高い上海市都市住民の

平均年収が29759.13元に対して最も低い甘粛省は11669.33元，所得格差は倍以上になる。さらに。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33）農村住民の平均所得格差は4．2倍であり，都市住民と農村住民の所得格差は10倍以上も上る。

　第３は，労働力移動の問題である。中国統計年鑑によると, 1980年代15―64歳の生産年齢人口

の総人口に占める割合は61.5%,その後上昇し続けて2008年は72.7%となった。しかし，地域格

差，所得格差は高い賃金を求めて地域内および地域回の移動を促進する。特に農村地域では農業

の技術進歩（品種改良，肥料・農薬の普及），機械化の導入により，農作業に従事する人口を激減さ

せた。そのため，毎年約２億人前後の農民が地元の企業，或は農地から離れて他の地域へ出稼ぎ

に行く。また労働力移動は労働集約型産業に集中するだけではなく，技術集約型の移動も見られ

るようになった。

　第４は，余剰労働力，失業率の増大である。豊富な労働資源の提供が雇用に深刻な圧力をもた

らしている。中国は現在歴史上最も労働力が豊富な時期に突入し，これは雇用維持・確保のため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34）の政策課題が社会的，緊急を要するものとなった。第５回人ロセンサスによると，2000年都市部

の失業率は8.27%であり，新たに増加した労働力に対し十分な就業機会を提供することができな

い現状である。

　第５は，教育格差である。急速な経済発展は中国の教育に大きな発展をもたらした。 2005年小

学校の入学率は99％以上で，小学校卒業生の進学率も約100％に達した。中等教育と高等教育を

受ける割合は年々増加している。中国統計年鑑によると, 1980年１万人当たりの平均大学生在学

者は11.6人だったが，2008年は204.2人に上昇した。同じく中等教育（中学校と高校を合わせて）

の平均在学者1980年の571人から，2008年の769人に増加した。しかし，経済発展が遅れている農

村地域では経済的な理由で，学校を中退せざるを得ない状況も存在している。中国教育部が2005

年に発表した「全国教育事業発展統計公告」によると，全国の中学３年生約4030万人の高校への

進学率はわずか52.7%,貧困地域で多くの子どもが義務教育終了後すぐに働き始める。

　第６は，食糧生産と人口動態の関係である。 2030年には中国の穀物消費と穀物生産の間に，２

億1600万から３億7800万トンの需要キャップが生じる可能性がある（田雪原2000）。その理由は二

つ見られる。　１つは人口の継続的増大により，2030年に中国の人口は約16億人（高位推計による），

1990年より４億9000万人も増えることになる。 2007年の穀物生産量は４億5632万トンであり，農

地拡大が困難である以上増産するのは難しい。二つは，経済の発展とともに，生活が豊かになり

人々の消費レベルが急速に向上し，肉（牛肉，豚肉，鶏肉），卵，ビールの消費量が増大した。　１

人当たりの穀物消費量は増加している。また，都市化，工業化の発展に農業用耕地が工業用に買

収され，耕地面積は年１％の速度で逓減している。さらに，水資源の欠乏である。都市化の進行

により都市と工業用用水の増加が農業の濯漑用水を奪われつつある。また，農作物の品種改良な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35）ど先進的な農業科学技術は日本，欧米に比べ遅れているため増産を困難にしている。

（8肘）
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　人口政策の実施は中国社会の安定，生活レベルの向上，経済の発展に大きな影響を与えること

が明らかである。しかしながら，計画出産政策が実施して30年余りになった今日，人口の数，資

質，構造，分布及び移動におけるさまざま問題が表面化にしてきた。現在の中国は，人口政策を

調整し，適切の生育水準を高め，労働力移動に対する抑制をさらに緩和し，人口の持続的発展を

図る，同時に人口の資質を高める課題を負っている。

　今後の人口動態の方向性についての研究は以下の課題となる。第１に，急激な経済発展がもた

らした労働力移動の更なる拡大に対しての長期的な施策である。第２に産業構造の調整，農業

人口が非農業人口への移転，農村人口が都市部への流入及び都市人口との融合により都市化の進

行を速めている問題への施策であり，人口移動を少なくする施策である。第３に，所得格差，賃

金格差，地域間格差，産業間格差を是正することによって人口移動の抑制である。第４には教育

の更なる普及と人口の資質の向上，高齢化社会への対応など具体的な施策である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
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